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内閣府デジタルユニットとデジタルSUTの推計

• 内閣府が委託した株式会社日本アプライドリサーチ研究所の作業と
内閣府の整理を経て委託報告書が数回公表された。2019年度2015
年経済センサスを元に2015年デジタルSUTが推計された。

• 2020年度に2015年のデジタルSUTを再推計し、2018年推計に際して
再推計した。

• 2024年度2020年デジタルSUTの推計に取り組んでいる。デジタルフ
リー生産物(2025SNAでは3種類の計測法を提案している。詳しくは
Van de Ven(2024)でSNA編集者が直接動画で説明している)はサー
ベイに留まる。電子商取引の民間データは検討中。
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電子商取引
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出所：UNCTAD (2022)P.6 Figure 1より引用。ただし、各国データに基づく。

• 電子商取引は世界的
に年々拡大している
が、すでに広がって
いる地域とこれから
電子商が広がろうと
している国でかなり
の差があり、網羅的
な把握が世界的な課
題になっている。

• 電子商取引の輸出入
の把握も課題となっ
ている。



電子商取引の到達点
• 電子商取引：定義はいくつかありうるが、各国で比較する場合の定義として電子商取引による購入とは、
受注または発注を目的として特別に設計された方法により、コンピュータネットワークを介して行われる
商品またはサービスの購入を指す。

• 電子商取引をカバーする統計を持っている国は大変少ないのが現状である。

• 基本的には、①先進国のうち商業統計で電子商をカバーする(例、アメリカ)か、②デジタル分野専門調
査を持っている場合(例、イギリス、カナダ) 、あるいはビジネスICT利用調査(UNCTAD (2022)P.25 80パ
ラによるとEUで義務付けされ、年次あるいは隔年で実施)のケースがある。②のケースが多い。日本の
「電子商取引に関する市場調査」は②の情報源と業界へのヒヤリングを合わせて作成されている。

• それ以外の国は資料で得られる情報で電子商取引をカバーしているだけで、質の低い情報把握に留ま
る。そのケースでは調査としては、家計調査でカバーされるオンライン取引に限られる。

• 企業団体が実施する調査、クレジットカードといった決済情報で得られる限定的な情報で全体を推計す
る必要があるが、世界中で電子商取引が可能になっている現在ではカバーする範囲と情報の質という
点で、課題がある。通販や決済手段は業界情報も日本に存在しているが、網羅的でないため、本報告
からは省く。

• 日本の場合、電子商統計は平成28年経済センサスー活動調査、電子商取引実態調査(電子商取引に
関する市場調査)の2つである。 4



電子商取引の対象選別

• OECD(2023)P.110によると、オランダはオンラインプラットフォームの
特定するのに企業のホームページの特徴を抜き出し、当てはまる企
業をウェブスクレイピングによる選別を行っている。イギリスはツリー
図を利用して特定している。

• 各国ともツリー図や工夫して対象を選別している。まだ工夫が続い
ていてISICといった分類や系統的な選別方法は確立していない。

• オランダはデジタル仲介プラットフォーム(DIP)について、日本の経済
構造実態調査に相当する情報から対象を選別し、デジタル仲介
サービス(DIS)を特定している。輸出も把握できるが輸入は把握でき
ない。
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オランダの手法：デジタル仲介プラットフォーム (DIP)

• ボックス4.2.オランダにおけるDIS生産の推計

• DIPの生産に基づくDISの生産推定のため、従来の企業調査を利用する。

• 明示的な手数料を徴収している企業を含む潜在的なDIPを特定した後、オランダ統計局は年次構造ビジ
ネス調査から情報を入手する。これは、従業員の50％以上が仲介業務に従事しているプラットフォームと、
この閾値を下回るプラットフォームとに分けるために使用される。前者は主にDIPとみなされ、DIP産業に
再配分される。オランダ統計局は、DIPと認定された事業体のうち、「最大の事業は完全に専門化された
デジタル仲介プラットフォームである」（Statistics Netherlands (2021)）と指摘している。このようなDIPから
の生産物は、より伝統的な生産物の生産からDISとみなされる。仲介業務に従事する従業員の割合が
50％未満のプラットフォームは、「従来型」の産業として残される。異業種が生産している生産物に応じて
推定される生産の一部がDISとみなされ、DIS生産物に再配分される。

• オランダ統計局はまた、サービス国際貿易調査のデータを応用して、DISの何パーセントが輸出されてい
るかを推定することもできる。しかし、DISの推計は居住企業からの生産データに依存しているため、DIS
の輸入に関する情報はない。

• 出所：OECD(2023)P.81 Box4.2、Statistics Netherlands (2021)

• なお、内閣府も同じような作業はしていて、統計法33条に基づいて経済センサスの個票を用いている。
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電子商データの種類と生産物の種類

• 電子商データの種類

• 電子商取引の売上高を尋ねる企業調査、

• 電子商取引の購入（場合によっては売上高）を尋ねる家計調査

• オンライン小売売上高に関する公式統計（B2C 電子商取引のごく一部に過ぎない）

• ペイメントカードの取引データや小包郵便物の数量などの第三者情報源の分析

• UNCTAD (2022) P.18-19によると「カナダのデジタル技術とインターネット利用に関する
調査（2021年）、英国のデジタル経済調査は電子商取引の総収入の内訳を供給された
生産物の種類別に尋ねている。」

• UNCTAD (2022)P.18 60パラ 「カナダのデジタル技術とインターネット利用に関する調
査（2021年）と英国のデジタル経済調査では、回答した企業に対し、電子商取引の総収
入の内訳を、供給された製品の種類別に尋ねている：生産物の性質

• 物理的な財

• デジタル配信サービス

• その他の（デジタル配信以外の）サービス」
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電子商取引の定義(UNCTAD (2022)P.9のまとめ)

手動で入力した電子メールによる注文を除く 手入力のEメールによる注文を含む

すべての "コンピュー
ター・ネットワーク"

オーストリア、中国、フランス
香港、中国、日本、韓国、マルタ、フィリピン、シンガポー
ル、 スペイン、イギリス

米国

インターネットのみ カナダ、マレーシア オーストラリア、インドネシア、メキシ
コ、タイ
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• メールではなく、SNS書き込みで取引しているといったケースはメールと実質同じだが、対応が分かれている。アメリ
カはそうしたケースをきちんと整理しているといえる。イギリスはソーシャルメディア経由の電子商取引の売上を調べ
ているほか、タイはLINEといったオンラインチャネルを選んでシェアを記入する調査票としている。

• UNCTAD (2022),P.15 57パラグラフによると、欧州は売上を求める傾向があるが、他は「売上高」／「受取高」／「収
入」／「所得」のどれかを求めようとしている。

• 各国の違い、VAT、GSTを入れるか入れないか。10ヶ国は除いた額を調査していて、2か国は入れた額を調査してい
る。割引や返品金額も含めるかどうかも違いとなっている。売上に仲介手数料を入れるかどうかも異なる。税率差は
最大21％

• 3.2 価値測定のアプローチ
• 直接アプローチでは、企業は電子商取引の売上を金額で報告するよう求められる。
• シェア・アプローチでは、回答者に対して、年間売上高や売上収益のような関連する総計を金額で示すよう求め

るとともに、その総計のうち電子商取引による売上が占める割合を示すよう求める。これらの項目を合わせて、
回答企業の電子商取引収益の推定値を導き出すことができる。



調査内容 UNCTAD (2022)P.11Figure 2より引用
• 金額を直接調べているケースとシェアも調べている
ケースがあり、分野によって対応が分かれている。

• UNCTAD (2022)P.12 46パラによると、「これらの国の
多くでは、電子商取引売上高全体の金額／パーセン
テージが主な収集項目となっている。ユーロスタット
のモデル・アンケートに従う国々は、電子商取引の売
上高の2つの構成要素を収集する異なるアプローチ
を採用している：すなわち、オンラインショップ（ウェブ
ショップ）経由、ウェブサイトやエクストラネット上の
ウェブフォーム経由、ウェブアプリケーション（アプリ）
経由の売上である「ウェブ売上」と、「EDI型(Electronic 
Data Interchange)売上」である。」

• 金額を調査する場合(英国)、シェアを調査する場合
(豪)、金額とパーセンテージの両方の選択肢を与える
場合がある。英国は2019年まではシェアであったが、
シェアの記入に結果的に金額が必要なことから金額
を記入させる方針に変更した。 9

• 支払い手段は、香港、韓国、タイといった国で調べられている
が、数は多くない。

• UNCTAD (2022)P.21 69パラによると、２０２０年時点で電子商
に占める輸出はタイで5％、イギリス18％と幅があり、平均
10％である。イギリスとカナダの調査は輸出もカバーしている。
電子商取引の輸出は試行錯誤の段階で概念・手法といった
国際的合意には至っていない。



調査対象の違い(UNCTAD (2022)P.14 Table 2より引用)
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• B2C：企業から消費者（家庭・個人）への売上
• B2B：企業から他の企業への売上
• B2G: 企業から政府関係者への販売

• データの収集方法はいろいろあるが、結局のところ各国は電子商取引の基
礎統計は商業統計か、デジタル経済調査の組み合わせで接近している。

• 各国でC2Cも増えているが、調査でそれを検討している事例は見られない。
B2Cに含めている可能性は考えられる。

B2C, B2B B2C、B2B、B2G B2C、B2B/G B2B/Gのみ B2C、B2B、B2G+B2G+非営利

インドネ
シア

スペイン、イギリ
ス、メキシコ、マ
レーシア、シン
ガポール、タイ

オーストリア、
フランス、マル
タ

カナダ 中国、香港



販売チャネル(UNCTAD (2022)P.16 Table3より引用)
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• 上はタイ(Electronic Transactions Development 
Agency, 2019) 調査票

• イギリスのように系統的に聞くケースと、具体的に
プラットフォーム別に聞くケースがある。

• 2025SNAでデジタル無料生産物は1.ピアツーピア
の新しい仲介(例、AirBnB、Uber、ebay)、2.生産者
としての消費者(例、 Wiki、Linux)、3.消費者向け生
産物の無償・補助(例、Google、Facebookといった
広告経由のサービス)は分ける必要がある。



基礎統計のカバー範囲(UNCTAD (2022)P.28Figure 8より引用)
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対象業種

• 前スライドの図で濃い網掛けは完全にカバーしていることを示している。
欧州諸国のカバー範囲は狭いが、基本的に全部はカバーできないことは
明らかなので、どこを優先してカバーするかは各国の方針による。ほとん
どは電子商を扱う事業者を特定してそこだけ調べるという方法になる。

• 多くの場合、電子商取引を対象とした調査であっても全体をカバーするよ
うに設計されている例はまれである。統計の人材や予算が限られる中で、
把握対象として政府、非営利、個人事業主、売上規模が小さい事業体は
優先順位として低く考えられ、産業をできるだけカバーしようというのが現
在の国際的な潮流となっている。

• 日本の「電子商取引に関する市場調査」は限定的なヒヤリングを行ってい
るのみで定量的な調査をできていないことから、国連から課題を指摘され
た経緯がある(UNCTAD (2022)P.30 Box.5)。
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越境EC(UNCTAD (2022)P.16 Figure.4より引用)
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電子商取引の計測方法代替案(大和総研五十嵐陽一様の提案)

• ＜方法案 1＞公的統計＋消費者アンケートにて推計

• （消費者アンケート提供事業者例） マクロミル、アスマーク、インテー
ジ

• <方法案 2>EC データベース活用

• （EC データベース提供事業者例） マクロミル「ERP」、Nint「Nint
ECommerce」 、マインディア

• ＜方法案 3＞総務省 家計消費状況調査(22品目)を活用、帝国
データバンク、東京商工リサーチといったデータで補完

• UNCTAD (2022)P.30 Box.5で国連から課題を指摘された経緯がある。
内閣府のデジタルユニットの検討によると、民間のデータを利用する
ことについては、得られるデータが部分的であることと、費用が高額
すぎることが課題となるということであった。やはり、電子商取引に関
する事業者調査が必須とみられる。
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Statistics Canada(2019) ;Canadian retail e-commerce

• 3%: Retail e-commerce as a proportion of Canadian retail sales ($18.0 billion of $618.5 billion in 
2018)

• The journey of an online purchase can be facilitated by both foreign and/or Canadian companies.
• Warehousing,Pick and pack,Fulfillment,Brokers,Transportation,

• E-Commerce in other Canadian industries
• 42% Software publishers
• 13% Spectator sports
• 33% Automotive equipment rental and leasing
• 22% Travel arrangements
• 27% Traveller accommodation
• 3% Food and drink services

• $XX:
• Purchases made by Canadian consumers from foreign companies are not part of Statistics Canada's e-commerce figures 

shown here.Footnote2
• When Canadians make online purchases from foreign companies, many other companies—both Canadian and foreign—may 

participate in the fulfillment of those orders.
• Sources: Monthly Retail Trade Survey and Annual Surveys of Service Industries.

• Footnote 1:Percentages of total operating revenue, reference year 2017

• Footnote 2:For more information about online spending by Canadians, please consult the Canadian 
Internet Use Survey.
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企業におけるICT利用および電子商取引に関する
Eurostatのコミュニティ調査

17出所：いずれもOECD(2023)P.61Annex3.Cより引用

• Eurostat は ICT 調査を継続的に改良しており、現在
では電子商取引に特化したモジュールがある。この
調査では、電子商取引を通じて行われた売上高の金
額や割合を尋ねるだけでなく、デジタル SUT の集
計に役立つ多くの追加項目も含まれている。

• このような分割の例としては、生産者自身のウェブ
サイト、マーケットプレイスのアプリ、電子データ
交換（EDI）販売、販売がB2BかB2Cか、顧客の地理
的な場所（国内、EU、非EU）などがある。
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